
東山区安心安全ネット継続応援事業補助金交付要綱 

 

（趣 旨） 

第１条 この要綱は，誰もが安心して暮らせるまちづくりを進めることを目的に，市民が

自主的・主体的に行う安心・安全の取組を推進するために，活動費の一部に対する補助

金（以下「補助金」という。）の交付に関し，京都市補助金等の交付等に関する条例（以

下「条例」という。）及び京都市補助金等の交付等に関する条例施行規則に定めるものの

ほか，必要な事項を定めるものとする。 

（交付の対象） 

第２条 補助金は，元学区又は小学校区を単位として活動する団体で，次に掲げる各号の

要件を満たす団体が実施する，防犯，地域福祉，防災，子どもたちの安全対策などの分

野において，身近な安心・安全の確保のための活動（以下「補助活動」という。）に対し

て交付する。 

⑴ 市政協力委員連絡協議会，自治連合会その他の地域における各種の団体を中心に構

成される横断的な団体 

⑵ 取組を継続的に実施できる団体 

２ 補助金は，前項に規定する要件を満たし，区長が適当と認める補助活動に対し，予算

の範囲内で交付する。 

３ 第１項に定める補助活動であっても，営利・宗教・政治を目的とした活動を行う場合

は，補助金を交付しない。 

（補助金の額） 

第３条 補助金の額は，補助活動に要する費用の４分の３に相当する額の範囲内の額とす

る。 

２ 前項の規定により一の年度において一の団体が交付を受ける補助金の額は， 

 予算の範囲内において別に決定する。 

３ 第１項の規定にかかわらず，次の各号に掲げる費用は，交付の対象外とする。 

⑴ 備品の購入費その他の事務所等の維持経費 

⑵ 研修会等への参加に要する経費 

⑶ 団体の構成員に対する人件費・謝礼 

⑷ 団体の構成員による会合等の飲食費 

⑸ その他区長が適当でないと認める費用 

（交付の申請） 

第４条 条例第９条の規定による申請は，区長が指定する期間内に，次の各号に掲げる書

類を添えて行うものとする。 

⑴ 学区の安心安全ネット継続応援事業補助金交付申請書（第１号様式） 

⑵ 学区の安心安全ネット事業補助金収支予算書（第２号様式） 

⑶ その他区長が必要と認める書類 

（交付の決定及び標準処理期間） 

第５条 区長は，前条に規定する区長が指定する期間の終了後，３０日以内に，条例第１

０条各項の決定をするものとする。 



２ 区長は，第１項の規定により交付を決定したときは，学区の安心安全ネット継続応援

事業補助金交付決定通知書（第３号様式）により，不交付を決定したときは，学区の安

心安全ネット継続応援事業補助金不交付決定通知書（第４号様式）により，それぞれ当

該団体に通知する。 

（変更等の承認の申請） 

第６条 条例第１１条第１項第１号及び第２号による補助事業等の内容若しくは経費の配

分の変更又は中止に係る市長等の承認の申請は，学区の安心安全ネット継続応援事業計

画変更・中止承認申請書（第５号様式）により行うものとする。 

２ 条例第１１条第１項第１号に規定する軽微な変更は，次のとおりとする。 

 ⑴ 補助目的達成のために関連する事業間の弾力的な遂行を認める必要がある場合 

 ⑵ 補助目的の変更をもたらすものでなく，かつ，補助事業者等の自由な創意により計

画変更を認めることが，より能率的な補助目的達成に資すると考えられる場合 

 ⑶ 補助目的及び事業能率に関係ない事業計画の細部の変更である場合 

 ⑷ 事務費間の流用で，流用先の経費に対する流用額の比率が極めて低い場合 

３ 区長は，前項の規定による申請があった場合において，これを審査し，止むを得ない

と認めるときは，これを承認し，その旨を交付決定団体に通知する。 

（事業完了の届出） 

第７条 条例第１８条の規定による実績報告は，事業が終了した後，速やかに次の各号に

掲げる書類により行うものとする。 

⑴ 学区の安心安全ネット継続応援事業実績報告書（第６号様式） 

⑵ 学区の安心安全ネット継続応援事業補助金収支決算書（第７号様式） 

⑶ 領収書の写し 

⑷ その他区長が必要と認める書類 

（補助金の交付） 

第８条 区長は，前条の規定による報告があった場合において，適当と認めるときは，学

区の安心安全ネット継続応援事業補助金交付額決定通知書（第８号様式）により通知し，

補助金を交付する。 

（補助金の概算払） 

第９条 交付決定団体は，条例第２１条第２項の規定による補助金の概算払を受けようと

するときは，学区の安心安全ネット継続応援事業補助金概算払請求書（第９号様式）を

区長に提出しなければならない。 

（補則） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか，必要な事項は，別に定める。 

   附 則 

 この要綱は，平成２３年７月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は，平成２４年４月１日から施行する。 

 


